
様式第３号

補助対象事業の内容
１　企業規模

	企業規模
	□小規模企業者（※）　　□その他中小企業者

	常時使用する従業員数
	　　　　　　　　人

	主たる業種（日本標準産業分類の中分類）
	


※「小規模企業者」とは、常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主
たる事業として営む者については、5人）以下の事業者をいう。
２　他の補助金等への申請状況
	申請状況
	□申請する予定がない（※以下記載欄については回答不要）
□採択済み　　□申請中（結果待ち）　　□申請予定
（補助金名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	誓約事項
	· 私は、他の補助金等の採択を受けている、申請している又は申請する予定がある場合、当該補助金の実施主体に対し、国庫支出金（物価高騰対応重
点支援地方創生臨時交付金）を原資とする地方自治体の補助金との併用が
可能であることを確認したことを誓約します。
· 私は、他の補助金等の採択を受けている、申請している又は申請する予定があり、当該補助金の実施主体に対し、国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）を原資とする地方自治体の補助金との併用が不可能であることを確認したため、双方から採択又は交付決定を受けた場合には、いずれか一方を辞退することを誓約します。


３　対象先端設備等の一覧表
	設備の種類
	設備名／型式
	取得金額（円）
	取得予定時期
	取得金額の支払完了予定時期

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※取得金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
４　補助対象経費の計算

	設備名／型式
	①取得金額（円）
	②国等の補助額（円）
	③その他
補助対象外経費（円）
	補助対象経費（円）
（①－②－③）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※各金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
